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研究成果の概要（和文）：本研究課題では、東京一極集中の主要因が若年者の地方から東京への社会移動である
ことをふまえ、どのような条件において若年者の地方定住がおこるのかを実証的・理論的に明らかにすることを
目的とした。
じっさいに地方で暮らし働く人々を対象にした質的調査を行うことで、彼ら生活者が独自の社会ネットワークを
構築維持することで地方の不利な条件を克服していることを明らかにした。量的調査によって、職場や趣味など
における社会ネットワークが地方に若年者を定着させるのかを明らかにした。また社会シミュレーションによっ
て、都市と地方をつなぐ社会ネットワークが地方人口の増加に貢献することを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：In this research project, we aimed to empirically and theoretically clarify 
the conditions under which young people settle in the countryside, reminding the fact that migration
 of young people from the countryside to Tokyo is the main factor of the Tokyo concentration.
By conducting qualitative research on people who actually live and work in rural areas, we found 
that these people overcome the disadvantageous conditions of rural areas by building and maintaining
 their own social networks. Through quantitative research, we clarified whether social networks in 
the workplace, hobbies, and other areas help young people to settle in rural areas. Social 
simulation studies revealed that social networks connecting urban and rural areas contribute to the 
growth of the rural population.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
東京一極集中が進むいっぽうで、地方で暮らしたいという人は増えている。だが地方で暮らすことの困難がどの
ように克服されているかを示した研究は少ない。本研究の成果は、地方で暮らしていても、地域内外で構築され
る社会ネットワークがあることで、地方の人口を一定数に維持したり増やすことにつながること、そして地方で
有意義に暮らす可能性を示している。コロナ禍のいま、大都市圏で暮らさないといけない必要性が下がってきて
いる。本研究の成果は、地方暮らしを望む人々や、それを促進したい自治体や企業にその方法を示すものであ
る。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 

2008 年からつづく日本の人口減少の主要因として、若年者の東京一極集中が挙げられる。東
京都以外の地域では、比較的合計特殊出生率が高く、子育て環境も整っている。地方から東京都
へ移動した若年者は、周囲に頼れる親族がおらず、保育所不足や高い物価などの問題もあって、
結婚・子育てへ至ることが困難になる。若年者の地方から東京都への移動の多くが、大学を卒業
して就職する際に起こる。このときの移動を緩和するために、地方大学で学んだ大学生の地方へ
の定住を促進する地方創生事業として、知（地）の拠点大学による地方創生推進事業（COC+事
業）が、2015年度から 2020 年度まで実施された。COC+事業は、大学生の地域理解を促進しつ
つ、産学官連携を進めて地方における生産性や魅力を高めることで、若年者の地方定住率を高め
ることが目的だった。全国 42大学を中心にさまざまな試みが進められることとなったが、その
効果については未知の状態だった。 
 
２．研究の目的 
本研究は、山形大学を中心に進められた COC+事業の成果を検証することを主目的として実施
した。研究代表者が年度途中で山形大学から阪南大学へ異動したこともあり、山形県に限定せず、
地方全般における若年者の地方定住がどのようにおこるかという問題設定の中で、研究を進め
た。とくに以下の問題について研究を進めた。 
 山形大学で学ぶ大学生の地方への定住 
 山形県で働く労働者の地方への定住 
 大阪府周辺の地方で学ぶ大学生の地方への定住 
 大阪府周辺の地方で働く労働者の地方への定住 
 
３．研究の方法 
本研究の主たる研究が、研究目的にあげた「山形大学で学ぶ大学生の地方への定住」である。
この目的のために、学生への意識調査を行った上で、その後に彼らがどのような生活を送るかの
パネル調査をおこなった。得られたデータの統計分析を行った。 
それ以外の研究については、随時、該当者に対するインタビュー調査、アンケート調査を実施
して、また様々な事業への参与観察を行った。得られたデータを質的・量的なデータとして解析
を行った。 
また、若年者の地方定住がどのような条件で可能になるかを分析する社会シミュレーション
実験を行なった。 
 
４．研究成果 
１）山形大学で学ぶ大学生 
山形大学で実施された COC+事業が、地元関係者を巻き込みつつ、大学生の地方定住を促して
いること、そのためには外国人留学生を積極的に招き、山形県が国際化されることが必要である
ことを述べた。成果は文献リスト①として公表している。 
山形大学キャリアセンターのデータベースに登録している大学生に対してアンケート調査を
行い、彼らが 2019 年 3 月または 2020 年 3 月に卒業後どの都道府県に本社をおく企業に就職し
たかを確認して、どのような要因が学生の地方定住を促すことになるのかを明らかにする統計
分析を行った。その結果、仕事や生活で重視すること、性別などの要因を踏まえたうえで、「山
形県内でフィールドワーク授業を受けたこと」が、彼らの地方定住確率にプラスの効果を発揮す
ることがわかった。なおここで地方定住とは、山形県への定住だけでなく、当人の出身地（首都
圏以外だったので地方と呼べる）、およびそのほかの首都圏以外への定住をさす。山形県内でフ
ィールドワーク授業を受けることが、地方で暮らすことの魅力を訴える効果を発揮したものと
考えられる。この成果は現在、堀内・松坂（研究分担者）の連名で論文を学術誌に投稿中である。 
 
２）山形県で働く労働者 
山形県内で起業して、あるいは事業継承して働く小規模事業主たちが、どのようにして人口が
少ないという山形県の不利を克服しているのか、約 20人へのインタビュー調査で明らかにする
調査をおこなった。その結果、事業者たちは自社の商品を選択的に購入してくれる消費者とのネ
ットワーク（B2C）、自社といっしょに事業をしてくれる他業者とのネットワーク（B2B）を経営
戦略の上で重視していること、そのネットワークは山形県内で強い紐帯として互助機能を発揮
しつつ東京都の顧客などとの弱い紐帯として新規事業開拓の機能も果たしていることがわかっ
た。研究成果は文献リスト②として公表している。 
山形県飯豊町の中小企業の労働者は、どのような仕事・生活に対する意識を持っていると、現
住所への定住意欲が高いのかを明らかにするアンケート調査をおこなった。約 200 人へのアン
ケート調査を分析した結果、仕事を通しての自身の成長への満足度が高く、田舎ならではの趣味
への満足度が高く、職場の人間関係への満足度が低い人ほど、現住所への定住意欲が高いことが



わかった。職場の人間関係については不思議な結果であるが、数名へのインタビュー調査から、
まだ若年なのに責任を負わされることへの不満を伴いつつも、その責任を通して成長すること
で定住意欲につながっていることが示唆された。研究成果は文献リスト③として公表している。 

 
３）大阪府周辺の地方で学ぶ大学生の地方への定住 
大阪府に立地する阪南大学国際観光学部では、大阪周辺の地方へのフィールドワーク授業を
行っている。じっさいに 2018年度に実施した兵庫県洲本市、鳥取県若桜町でのフィールドワー
ク授業が、学生たちの地方への関心を深めるきっかけになっていることを示した。研究成果は文
献リスト④として公表している。 
 
４）大阪府周辺の地方で働く労働者 
奈良県は大阪府に隣接しているが、それゆえに昼間人口は少なく、伝統家屋である町家建築が
空き物件化している。空き町家の魅力をアートの力で発信して、利用者の発掘をねらうアートプ
ロジェクト「はならぁと」への参与観察調査をおこなった。その結果、キュレーターとして活躍
する人々が、招聘するアーティストと地元住民を仲介する役割を果たすことで、町家の魅力が伝
わるようになっていることがわかった。研究成果は文献リスト⑤として公表している。 
兵庫県の淡路島には、島外から多くの移住者が来ている。移住者の年代や出身地、職業によっ
て、移住後の生活が異なるのではないかという仮説を検証すべく、移住者データベースに掲載・
公開されているインタビュー調査の分析を行った。その結果、大阪・神戸という近隣からの高齢
者はリタイア生活をしている、東京都など大都会から来た 40代ごろの移住者は起業しているこ
と、そして他の地方からやってきた 20代ぐらいの若年者は一次産業に従事しているという傾向
がわかった。研究成果は文献リスト⑥として公表している。 
大阪市此花区梅花四貫島地区では、かつては工場地区として栄えたが、その後の産業空洞化で
空き物件が増えていった。そこに 2008年頃からアーティストが集住しはじめている。彼らと地
元住民との関係を明らかにするため参与観察調査をおこなった。その結果、集住しているアーテ
ィストは地元住民と適度な距離をとりつつ、独自のアートを展開することでさらなるアーティ
ストを移住者として呼び込んでいることがわかった。研究成果は学術誌にて査読中である。 
 
５）地方移住を検証するエージェントベースシミュレーション実験 
都会から地方への移住が増えると、文化の画一化が生じて、結果的に地方の魅力がなくなって
しまう可能性がある。どのような仕組みがあると、移住によって文化の多様性が損なわれないか
を明らかにするため、独自の文化を持つエージェントが相互作用するエージェントベースシミ
ュレーション実験をおこなった。その結果、移住する前に、現地にどんな文化があるかを各エー
ジェントが知り、自分の好みの文化がある場所へ特異的に移住する仕組みがあると、文化の多様
性が維持されることがわかった。どんな文化があるかを知るためには、観光事業者の働きが重要
であると言える。研究成果は文献リスト⑦として公表している。地方移住を増やすためには、都
会と地方の二箇所に拠点を置く二地域居住が増える必要があるとの仮説のもとに、二地域居住
を想定したエージェントベースシミュレーション実験をおこなった。その結果、二地域居住者が
増えるほど、人口が各地域に散らばるようになり、エージェントの全体としての他社とのつなが
りが豊かになることがわかった。研究成果は文献リスト⑧として公表している。 
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